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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波発生機器（１８）によって発生せしめられる超音波力及び/又はその強度を測定
する為の装置であって、当該装置は、ピロエレクトリック効果を持つ材料を含む部材（１
２）、当該部材（１２）に接触して配置されている超音波吸収体（１４）及び当該超音波
発生機器（１８）より発生され、且つ当該部材（１２）のピロエレクトリック効果によっ
て当該吸収体（１４）に吸収された超音波力を測定する為の測定手段（２０）とを含む事
を特徴とする超音波力及び／又はその強度を測定する装置。
【請求項２】
　当該部材（１２）は、膜状である事を特徴とする請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　当該装置は、吸収体（１４）が搭載されているチャンバー（１６）を含んでいる事を特
徴とする請求項１又は２に記載の装置。
【請求項４】
　当該装置は、当該超音波発生機器（１８）により発生せしめられた超音波力を当該吸収
体（１４）に転移させる様に作動する転移媒体（１０）を含んでいる事を特徴とする請求
項１乃至４の何れかに記載の装置。
【請求項５】
　当該転移媒体（１０）は、水である事を特徴とする請求項４に記載の装置。
【請求項６】



(2) JP 4195385 B2 2008.12.10

10

20

30

40

50

　当該部材（１２）は、ポリフッ化ビニリデンから形成されている事を特徴とする請求項
１乃至５の何れかに記載の装置。
【請求項７】
　当該部材（１２）は、ピロエレクトリック材料から形成されている事を特徴とする請求
項１乃至６の何れかに記載の装置。
【請求項８】
　当該部材（１２）は、実質的に０．０４から０．１ミリメートルの厚みを有している事
を特徴とする請求項１乃至７の何れかに記載の装置。
【請求項９】
　当該吸収体（１４）は、ポリウレタン材料から形成されている事を特徴とする請求項１
乃至８の何れかに記載の装置。
【請求項１０】
　当該吸収体（１４）は、ポリウレタンゴムから形成されている事を特徴とする請求項１
乃至９の何れかに記載の装置。
【請求項１１】
　当該測定手段（２０）は、当該部材（１２）の温度の上昇率を測定する請求項１乃至１
０の何れかに記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、超音波力測定装置（Ultrasonic power meter）に関するものであり、更には
、例えば、物理療法に於ける超音波装置によって伝達される超音波力を測定する為に使用
される超音波力測定装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　このような形式の超音波装置は、広く、英国内及び其の他の国に於ける病院内で、生体
の軟部組織（Soft-tissue）に於ける損傷の処置の為に使用されている。その治療に使用
されるヘッド部は、水を基体としたゲル状物質を使用して患者の体部に当接されるもので
あり、当該超音波力は、目標とする治療必要個所に対して供給されるものである。
世界規模で実行された複数種の装置に関する調査は、長いこと、上記した形式の装置の調
整状態は、著しく悪く、システムもしばしば当該超音波力及び/又は超音波力の強度に関
して許容できる許容範囲を逸脱して作動すると指摘されて来ている。
【０００３】
　この問題に対し最も大きく寄与している要因は、使用者レベル（物理療養者）に於いて
、上記した処理ヘッド部によって供給された音響力（acoustic power）が追跡可能な方法
で検証する事が出来る簡単なテスト方法が存在していなかったという事実である。
【０００４】
　高品質の（放射力、radiation）バランスが存在するものの、商業的に利用しえる当該
装置は、一般的に嵩が大きく、トップ・ローディングケミカルバランスで構成され、更に
、又、適切な専門の操作者により入力する事が要求されていた。
【０００５】
　そして、一般的に利用可能な測定システムは１５００ポンドから２５００ポンドの価格
となっていた。
【０００６】
　簡単で、偏向式ベーン型の力のバランスは、存在しており、且つ、出力を推測する安価
な方法を提供するものであっても、これらの測定装置は、追跡不可能であり、又依然とし
て、使用者のレベルに於ける実行の困難性が残っている。
【０００７】
　これらの公知例技術は、従って非常に複雑で、使用者のレベル於ける実行操作に対して
要求される高速で、低価格な測定可能性を提供する事が不可能であった。
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上記した装置や其の他の超音波放射機に於ける力を測定する為の手段を提供
する事を目指している。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の一つの態様によれば、超音波発生機器（１８）によって発生せしめられる超音
波力及び/又はその強度を測定する為の装置であって、当該装置は、ピロエレクトリック
効果を持つ材料を含む部材（１２）、当該部材（１２）に接触して配置されている超音波
吸収体（１４）及び当該超音波発生機器（１８）より発生され、且つ当該部材（１２）の
ピロエレクトリック効果によって当該吸収体（１４）に吸収された超音波力を測定する為
の測定手段（２０）とを含む事を特徴とする超音波力及び／又はその強度を測定する装置
が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　本発明に於ける好ましい具体例としての装置は、物理療法処理ヘッド部によって供給さ
れた総合的な超音波力を測定する事が可能であり、且つ、当該物理療法処理装置の機能が
、使用前にレギュラーベースでモニターされ、又必要に応じて再調整される様にすること
も可能である。
【００１１】
　別の具体例に於いては、当該システムは、トランスデューサーの効果的な放射領域、及
び/又は、時間平均値化された音響強度（ビームが均一でない）に於ける局所的なホット
スポットを測定する事が可能である。
【００１２】
　本発明の好ましい具体例は、低価格で使用が容易であるコンパクトな測定システムの可
能性を提供するものである。
【００１３】
　本発明に於ける第１の具体例は、以下に実施例のみの形で添付されている図面を参照し
ながら説明される。当該唯一の図は、測定装置に関する好ましい具体例に関する概略の説
明図であり、当該装置の基本的な構成要素のみを示すものである。
図を参照すると、好ましい具体例に対する実験的に組み立てた外観と動作原理が示されて
いる。
【００１４】
　図中、上面が開放されているチャンバー１６を形成しているケースが設けられており、
当該チャンバー16内には、ピロエレクトリック部材１２が設けられている。
当該ピロエレクトリック部材１２は、当該具体例に於いては、ポリフッ化ビニリデン（pv
df）から形成されている、約０．０４０から０．１ミリメートルの厚みを有している薄い
膜体に形成されている。
【００１５】
　かかるフィルム１２は、本発明に於いては、ポリウレタンゴムで形成されている当該音
響吸収体１４の上に配置され、且つ当該音響吸収体１４によって支持されている。
本具体例に於いては、１０の最良の形態として、当該フィルム或いは膜体１２の上に配置
されるものとして水が使用されるものであり、且つ、当該水が、処理ヘット部１８から放
射される超音波ビームを測定センサー、つまりポリフッ化ビニリデン（pvdf）膜１２に結
合させるように作動する。
【００１６】
　別の具体例としては、水の代わりに、結合ゲル（coupling gel）の様な物質が当該結合
部材として使用可能である。
【００１７】
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　何れの場合でも、電気的遮蔽層が、当該フィルム１２と当該水との間に設けられる必要
がある。
【００１８】
　当該フィルムとしては、ポリエチレンの様なプラスティックフィルム或いはゴム材料か
らなる薄い層であっても良い。
【００１９】
　好ましい具体例においては、ポリフッ化ビニリデン（pvdf）膜１２は、薄いフィルムで
ある事が望ましく、それによって当該処理ヘッド部の裏面から表面に向けた音響反射を小
さくする事を確実に出来る。
【００２０】
　もし、その厚みが厚い場合には、当該処理ヘッド部は出力を変更する事が必要になり、
その結果、測定にエラーを発生させる事になる。
【００２１】
　非常に概略的には、当該膜体１２の厚みは、好ましくは、水中での音響波長よりも薄い
事が良く、具体的には、１MHzに於いては１．５ミリメートルで、３MHzに於いては０．５
ミリメートルである。
【００２２】
　使用に際しては、入射超音波ビームが、当該膜体１２と当該音響吸収体との間のインタ
ーフェースに於ける１ミリメーター以下の変動範囲内で、実質的に全ての当該音響エネル
ギーを吸収する様に形成されている当該音響吸収体１４の材料を加熱する。
ピロエレクトリックフィルム１２は、本発明の具体例では、ポリフッ化ビニリデン（pvdf
）であるが、温度の増加を検出する為に使用される。
【００２３】
　当該チャンバー１６は、電子回路部２０を含んでおり、当該電子回路部２０は、発生さ
れた超音波力の指標を得ることが出来る。
【００２４】
　適切な当該回路部は当業者にとって明らかであるので、その詳細は、ここでは説明しな
い。
【００２５】
　一つの具体例に於いては、当該回路部２０は、試験下にある当該処理ヘッド部１８に於
けるスイッチ部がＯＮの状態にある場合のピーク値を検出する様に配置され、かつ、ルー
チンの実験に使用される、当該測定の為の実際的なプロトコルを含むＤ．Ｃ．ピーク検出
手段を含んでいるものである。又、当該測定は、１秒乃至数秒の時間のみを要するもので
あるべきである。
【００２６】
　当該音響吸収体１４に於ける超音波の吸収効率は、好ましい具体例において既に設計さ
れており、即ち、当該ポリフッ化ビニリデン（pvdf）膜１２と当該吸収体１４との間にけ
るインターフェース上に入射された超音波力の極めて大部分のものが吸収される。
【００２７】
　当該吸収された音響エネルギーは、それ自身熱として表され、当該ポリフッ化ビニリデ
ン（pvdf）膜１２のピロエレクトリック効果によって、結果として得られる熱の上昇率が
、測定される当該ポリフッ化ビニリデン（pvdf）膜１２の電極間におけるＤ．Ｃ．電圧と
して測定される。
【００２８】
　局所的な温度上昇率は、時間平均化された音響強度に比例するものであり、それをビー
ム全体に対して積分する事によって（この場合は、当該超音波ビームのサイズと比較して
、当該ポリフッ化ビニリデン（pvdf）センサーの面積が大きい時のケースに該当する）、
その結果は、当該処理ヘッド部１８により発生せしめられた超音波力と比例するＤ．Ｃ．
出力を提供する。
【００２９】
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　図示されてはいないが、適宜の表示手段が当該測定結果を表示するために提供される。
　
　好ましい具体例に於いては、当該システムは、当該膜１２から出力される出力電圧にお
けるピークを検出する事によって、温度の上昇率を測定する。
【００３０】
　当該温度上昇に於ける当該ピークは、典型的には、当該装置１８(処理ヘッド部)に於け
るスイッチがＯＮした後、短時間内に発生する。それは、当該スイッチのＯＮに続いて、
熱導電性が当該温度上昇率を減少させる様に作用するからである。
【００３１】
　当該音響吸収体１４は、当該装置内で、重要な役割を演じている。
【００３２】
　即ち、当該音響周波数が１ＭＨｚである場合には、当該音響吸収体１４の前側表面に於
ける１ｍｍ範囲内で、当該音響力（acoustic　power）の約８２％が吸収される。
【００３３】
　又、当該音響周波数が３ＭＨｚである場合には、この値が９９％まで増加する。
【００３４】
　本発明に於ける好ましい具体例での固定状態パワー測定装置のデザインは、物理療法で
の超音波力分野を意図している。
【００３５】
　係る形式の装置によって発生された音響パワーは、一般的には、０．５ワットから１５
ワットの範囲内に存在し、そして、初期のテストを実行されてから、当該装置は、１００
ｍＷよりも低いパワーを測定するのに十分な検出能力を持つ。
【００３６】
　従って、本発明の適用範囲は、発生される音響パワーがより低い(例えば５ｍＷから２
００ｍＷ)診断システムを測定する分野まで拡張できる。
【００３７】
　上記した具体例による主な効果は以下の通りである。
【００３８】
　ａ）本発明に於けるシステムは、コンパクトで且つ軽量であり、例えば、１００ｍｍの
外部直径と４０ｍｍの深さを有するものである。
【００３９】
　ｂ）材料のコストは、比較的低くなる。
【００４０】
　ｃ）本発明に於ける当該装置は、使用するのに極めて容易であり、水で満たされる様に
凹陥状に形成された部材を持ち、且つ当該処理ヘッド部の面が当該水の表面(当該センサ
ーの上部表面に対して略直交している)より下になる様に配置されており、更には、当該
処理ヘッド部を読み出しと処理の為に、当該処理ヘッド部をスイッチオンさせる電気的装
置を含むものである。
【００４１】
　ｄ）本発明に於ける当該処理ヘッド部の横方向の配列はそれほど重要ではなく、当該ヘ
ッド部は、当該ポリフッ化ビニリデン（pvdf）膜１２の何れかの領域の上に配置されるも
のであっても良く、そして、その構成が、実質的に同一の結果をもたらすと同時に、過剰
の熱が蓄積されることを防止する。
【００４２】
　本発明においては、その他の多くの変形態様が可能である。
【００４３】
　例えば、その音響ビームをそのまま当該ポリフッ化ビニリデン（pvdf）膜１２に指向せ
しめた状態のままで、当該トランスデューサ－１８は、結合ゲルを使用することにより、
水通路１０を使用することなく直接的に結合されるものであっても良く、当該吸収体１４
の上部、当該吸収体１４の内部、及び当該吸収体１４の下部に配置させることが可能であ
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る。
【００４４】
　原理的には、より複雑な電極パターン（例えば、マルチエレメントで構成されている様
な場合）が、当該ビーム内での強度の分散情報を得るために使用しうる。
【００４５】
　明らかに、このことは、必然的に得られた装置の複雑さを増大させることになる
　例えば、当該トランスデューサ－１８の実効放射領域（ＥＲＡ）の検出のために、当該
ポリフッ化ビニリデン（pvdf）膜の一部のみが、当該膜１２と接触している高度な吸収体
の小さな領域の存在を介して、出力信号に寄与するものである。
この具体例では、直径が１ｍｍ或いはそれに近い円形ディスクの形に形成されており、そ
れは、次いで、当該トランスデューサー１８の放射領域と関連して移動せしめられ、強度
出力プロファイルを決定すると同時に、特には、当該放射領域全体に亘る出力強度（powe
r　intensity）を決定する。
【００４６】
　別の態様としては、部材１２は複数個の部品により形成されているものであっても良く
、例えば、複数個の分離されたピロエレクトリック装置が２次元的に配列された様な形状
、或いはそれらが直列的な帯状に配列された様な形状、又は、それらが一連の同心円状に
配列された形状のもので有っても良い。
【００４７】
　これらの態様は、当該部材１２は、検出されるべき当該トランスデューサーに於ける有
効放射領域或いは、検出されるべき局所的なホットスポットを認めることとなる。
【００４８】
　当該膜体１２は、ピロエレクトリック効果を発揮しえる他の物質で形成される事も可能
である。例えば、リチウムニオベートとクオーツの様なセラミック材料である。
【００４９】
　しかしながら、ポリフッ化ビニリデン（pvdf）の利点は、変形可能であり、音響波長よ
りも短い厚みを持つ層が得られると共に、水よりも優れた音響インピーダンスが得られる
このである。
【００５０】
　同様に、当該部材１２は、膜状の形状をしている必要はなく、又、当該吸収体１４の上
に配置されている必要もない。
【００５２】
　例えば、当該膜体１２は、当該膜体の検出精度の低下を来す恐れがあるけれども、当該
吸収体１４の下部に配置されることも可能である。
【００５３】
　他の具体例では、当該部材１２は、当該チャンバー１６の壁部に近接して配置されても
良く或いは当該壁部の一部を形成するもので有っても良い。
【００５４】
　更に別の具体例では、当該部材１２は、例えば当該吸収体１４内に配置された帯状体の
様に、中央部材であっても良い。
【００５５】
　出力電圧を測定する為に要求される当該回路は、当該チャンバー１６から分離されてい
ても良く、当該回路の可能な範囲としては、以下のものに限定されるものではないが、例
えば、コンピュータ或いはその他の手段によるピーク検出、積分、数値化（digitisation
）及びそれに続く処理を含むものである。
【図面の簡単な説明】
【００５６】
【図１】本発明の構成を示す図である。
【符号の説明】
【００５７】
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１０　水
１２　ピロエレクトリック検出器
１４　超音波吸収体
１６　チャンバー
１８　ヘッド
２０　測定手段

【図１】
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